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－フィリピンにおけるソーシャルワーク実践としてのCDの取組み－
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抄録：本稿は，コミュニティ・ディベロップメント（以下，「CD」と略す。）を開発援助の

歴史に位置づけた上で，フィリピンにおけるCDの取り組みについて論じたものである。第

Ⅰ章では，CDの源流にさかのぼり，第二次世界大戦から多くの植民地が独立する1960年代

以降に焦点をあて，開発途上国の開発を主導した国連の開発の視点からCDを歴史的に概観

した。第Ⅱ章では，CDの理論を論じ，第Ⅲ章では，フィリピンにおいて今日取組まれてい

るCDの事例をあげながら紹介した。終章において，フィリピンのCDのまとめと課題の提

示をおこなった。
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Ⅰ．コミュニティ・ディベロップメントの
歴史的概観

１．植民地政策としてのコミュニティ・ディベ

ロップメント（CD）

　CDの概念は，歴史的にはイギリスの植民地政策

の中で生まれたものである。しかし，1945年以降

から1960 年代にかけて植民地が独立していく中

で，政府によってCDは利用された。今日において

CDは政府に限定されず，開発や福祉にかかわる

NGOによっても広く利用されている。コミュニ

ティ・ディベロップメントという用語の定義は，

使う立場によっても違いが現れるものである。

　まず，CDの歴史を概観するとその源流は，イギ

リス植民地政府のアフリカ植民地政策の後半の時

期に遡ることになる。1948年に用語としてCDが

使われ始めたが，それまでは植民地の自立を進め

る過程のなかで，若干の時間を要した。1930年前

後のイギリスの植民地行政によって植民地社会の

経済開発の必要性が方針として出されていた。当

時，植民地政府の政治指導者は，先進国のもって

いる社会サービスの必要性を強調した。そこで，

イギリスよりソーシャルワーカーが派遣され，地

元のワーカーの育成を行っていたが，欧米型の福

祉サービスは非生産的であるということから，限

られた資源を消費することは，かなり批判されて

いたようである。（Midgely, 1981）すなわち，救済

的な福祉のアプローチではなく，より広いコミュ

ニティを対象とするアプローチが模索されること

になった。救済的なソーシャルワークを超えた事

例として，西アフリカの福祉局は青少年が逸脱行

動に走るのを防止するとともに，青少年が道路の

建設や農作業や団体でのリクリエーションなどの

地域活動に参加することを勧める青少年プログラ

ムを導入した。その後，母子保健，栄養，調理な

どの多様なプログラムが実施された。（Midgely,

1995）

　西アフリカでは，救済的な社会福祉サービスか
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ら脱して農民の日常生活や経済活動と成人識字教

育を結びつけた。西アフリカの植民地福祉官とし

て働いた経験のあるホッジによれば，大衆教育に

おいて住民の参加を得るためには，「自助」と「自

己決定」が重要視されたと記されている。（Hodge,

1973）ロンドンの植民地省は，植民地福祉局の取

り組みを認め，ほかの植民地に対しても「大衆教

育」を導入することを勧め，救済的な福祉アプ

ローチから「開発型社会福祉」アプローチが強調

された。このアプローチは，1948年にイギリスの

ケンブリッジでおこなわれた植民地行政官会議で

「コミュニティ・ディベロップメント」という用語

で正式に採用された。（Midgely, 1995）自助と自己

決定の理論的概念を基礎とするCDは，植民地社会

であったインドにおいてはマハトマ・ガンジーや

ラビンドラナス・タゴールの思想と結び付けられ

た。フランスの植民地では，「農村活動」(animation

rurale)としてCDに類似する活動が導入された。

CDは，アメリカにも伝えられ，自助・参加・自己

決定などの考え方と融合していった。アジアやラ

テンアメリカでは，コミュニティの共産主義化を

避けるための政府の対策としてCDが政治的手段

として利用された。（Midgely, 1995）イギリスの植

民地における農村の生活状態を改善するために，

救済的社会福祉を超えて，社会経済活動に結びつ

けることにより，貧困生活の状況を改善しようと

するものであった。一方で，都市部の貧困状態に

ある住民に対する「救済的社会福祉」の必要性も

認識されていた。

　1945年にイギリスのアシュリッジで開催された

植民地行政官会議では，「救済的社会福祉」（社会

的）と「開発志向の地域プログラム」（経済的）を

組み合わせて，個人の社会的ニーズと経済的ニー

ズに応えることで社会福祉を増進することが目標

となり，「社会開発」（Social Development）いう用

語が採択された。（Midgely, 1995）

２．ベーシック・ヒューマン・ニーズ・アプローチ

（BHN）

　第二次世界大戦後から1960年代にかけて多くの

被植民地は独立国家となった。植民地政府からの

独立は，一国の政治，経済，社会を自らの政府に

よって運営管理しなければならない。新興独立国

に対する支援は，国際連合を中心に実施されるこ

とになった。国連は，1960年代を「国連開発の10

年」とすることを発表し，10年間の開発の経済発

展指標として国内総生産目標値を設定した。しか

し，1960年代末には当初設定した経済成長目標値

を達成することができず，1970年代，1980年代を

第二次，第三次「開発の10年」として引き継がれ

た。1970年代には，国連は，「ベーシック・ヒュー

マン・ニーズ」（以下「BHN」と略す。）アプロー

チを考案した。すなわち，経済開発を推進するた

めに人間の基本的ニーズを充足するためのアプ

ローチを策定することとなった。BHNは，開発ア

プローチの異なった経済部門と社会部門を統合す

ることを目指すものである。BHNアプローチの実

施責任の主体は政府であったため，BHNの視点に

立った統合的社会経済開発計画や成長に伴う再配

分などが政府の手によって行われた。また，その

ことは国家による国民の福祉を保障する立場から

当然のものとして理解された。

　しかし，二度の石油ショックは，世界的に経済

が混乱し，開発途上国の経済および社会開発に大

きな打撃を与えた。世界銀行や先進国から借款を

受けていた多くの開発途上国は借款の返済が困難

になり，債務が増加した。このような状況に対し

て，世界銀行とIMFは，構造調整政策を導入し，

債務返済を誘導するため，国家の開発政策に介入

していった。このような動きのなかで1970年代の

BHNアプローチは優先化されずに強調されなく

なった。

　一方で，「社会開発の支持者」のなかには，開発

が国家中心思想で進められていることに反対する

人々もおり，住民自身が社会開発の主体となるよ

う主張した。この流れの中で「住民参加型アプ

ローチ」が登場してきた。住民参加型アプローチ

の支持者は，政府の非効率な官僚制や汚職，無駄

なプロジェクトなどの問題に満ちた状況の下で，

住民のベーシック・ニーズに応えることは無理で
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あると結論付けている。一般市民を動員して社会

を改善するために，採用された参加型アプローチ

は多くのNGOによって支持された。すなわち，住

民の参加によるCDが注目されるようになった。

３ . 人間開発アプローチ（Human Development）

　1980年代の第三次「国連開発の10年」の末には，

世界の国家間の所得格差は拡大し，国連の調査統

計は，開発途上国の国内の経済格差の拡大も深刻

な状況を物語っている。自由主義経済の価値観が

優位な世界であるが，BHN政策は，多くの研究者

やNGOなどのワーカーに対して人権や人間の能力

開発に関心を向けさせた。経済理論のなかにも，

A．センの「ケーパビリティ」理論（capability

theory）など，人間の選択可能性を重視する理論

が登場してきた。1990年代には，世界的な人権意

識の高まりもあいまって，UNDP（国連開発プロ

グラム）によって「人間開発」論が提起され，人

間開発を計る社会指標としての「人間開発指標」

（Human Development Index）が考案された。こ

のような開発パラダイムがシフトするなかで，教

育，保健，女性，環境，貧困など人間の発達のテー

マををとらえた社会開発が重視されるようになっ

てきた。（阪本：1997年）

　1990年代の国連の開発戦略は，開発を基本的人

権の問題として，平和，経済，環境，社会，民主

主義を開発の基礎条件とした「開発の課題」を示

している。国連開発計画（UNDP）の1994年「人

間開発報告」では，人間開発を優先し，とりわけ

社会的弱者の人権の尊重および権利として「人間

の安全保障」という概念が発表された。1995年３

月にはデンマークのコペンハーゲンで「世界社会

開発」サミットが開催され，人間を中心に据えた

社会の進歩と開発のための地球規模の運動を展開

する「コペンハーゲン宣言・行動計画」が採択さ

れた。翌年の 1996 年には，経済協力開発機構

（OECD）の開発援助委員会（DAC）による「新開

発戦略」が示され，そのなかには，「すべての人々

の生活の向上」を目標とし，1980年代以来の人間

開発を踏襲したものが「人間中心の開発」と言え

る。また，「良い統治」（good governance）という

視点が出されている。国家は国民に対する公平性

や透明性をはじめ，国民の参加の機会を提供する

ことが求められている。

Ⅱ．コミュニティ・ディベロップメントの
概念と過程

１．CDの概念

　CDは第二次世界大戦後には国連によって使われ

るようになった。一方，国家を主体とするCDに批

判的なNGOによる「住民参加型」アプローチを強

調するCDがあらわれた。政府およびNGOはCD

という言葉をそれぞれに使っているが，そのイデ

オロギー的性質はポピュリズム（populism），コ

ミュニタリアン（communitarian）と集産主義

（collectivism）に大きく分けることができる。ポ

ピュリズム，コミュニタリアンには違いがあるが，

大衆の立場を擁護したり，大衆の利益を最優先し

て政府を批判する立場に立つ。これらは社会開発

に大きな影響を与えてきており，介入アプローチ

として事業型のCD からアドボカシー型のアク

ション・アプローチを用いている。「集産主義」的

イデオロギーは，国家が経済問題や社会問題をま

とめ人々の社会的ニーズを充足するのに最も効果

的な手段であると信じている。（Midgely, 1995）

　ポピュリズムやコミュニタリアン的イデオロ

ギーは，市民社会の視点から，集産主義的イデオ

ロギーは，政府の視点から社会開発を捉えている

ところに基本的な違いがある。政府か市民社会か

という立場の違いを問わず，CDは訓練を受けた

ソーシャル・ワーカーやコミュニティ・ワーカー

によって推進されている。ソーシャルワーカーや

コミュニティ・ワーカーは，地域住民の参加を促

進し，住民の組織化をおこない，生活の向上を目

標にコミュニティ内部及び外部の資源を効果的に

活用して地域住民が問題を主体的に解決できるよ

う側面支援する役割がある。
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２．フィリピンのコミュニティ・ディベロップメ

ントの枠組みと過程

　1950年代の社会開発は生活基盤整備，コミュニ

ティ開発，人間開発の三つの領域から構成される

と述べた恩田は，CDに一番近い概念が社会開発の

生活基盤整備にあると述べている。（恩田：2001）

しかし，今日，フィリピンでは，図１に示された

ようなCDの枠組みは，1980年代から1990年代の

経験をもとに体系化されてものである。特に1990

年代には環境の悪化，貧困の女性化，アジアの経

済危機などが，「持続可能な開発」（SD）や「開発

と女性」（WID）がCDの課題として取り上げられ

た。CDの最終目標は，社会的状況について住民の

意識化（conscientized）を促進して，住民の組織化

（organized）を行い，社会的，経済的，環境にかか

わる諸問題に対応できる能力（capability）を獲得し，

コミュニティ住民の福祉を高めることにある。

　コミュニティ教育（community education）は，

成人教育や識字教育をとおして知識を高め，社会

分析能力を高めて気づきを与える。コミュニティ

教育は社会的排除や経済的に搾取されている人々

の自尊心を回復し，自己決定ができるよう支援し，

また，経済的自立に必要な技術の習得などが含ま

れている。コミュニティ教育を基礎として，同じ

状況におかれた仲間同士（コミュニティ住民，工

場労働者，農業労働者，零細な農民や漁民）が力

を合わせて問題解決に取り組む集団を形成するこ

とをコミュニティ・オーガニゼーション

（community organization）という。農業や漁業中

心の社会ではコミュニティでの生活（生業，収入

など）の安定は自然資源，経済的資源，社会的資

源など資源管理（resource management）が前提

条件となる。

　また，CDを実施する際に10項目の原則とし，（1）

地域住民のニーズに応えること（住民ニーズ対応

の原則），（2）多目的なプログラムの必要性（多目

的プログラムの原則），（3）地域住民の態度を変え

ること（態度変容重視の原則），（4）地域社会の諸

問題の解決と住民の適切な参加（住民参加の原

則），（5）指導者の育成（地域指導者の育成），（6）

青年と女性の地域活動への参加（女性・青年参加

の原則），（7）地域自立のための中央からの援助

（中央からの援助の原則），（8）地方および全国レ

ベルの資源の動員，調査，実践，評価の系統的な

実施（資源動員の原則），（9）民間団体の参加（民

間資本活用の原則），（10）地域開発と全国開発の

同時並行の実施（開発並行実施の原則）がまとめ

図１　フィリピンのコミュニティ・ディベロップメントの枠組み

出所：「Emmanuel M. Luna, Rethinking Community Development, Development Journal, CSWCD 1997」より

筆者作成。
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られている。（恩田：2001）

　参加型アプローチを用いたCDは，（1）対象地域

の選定および住民から成るコアグループの組織化，

（2）住民コアグループによるコミュニティの基礎

データの収集，（3）住民集会の開催，（4）受益者

（住民）の選定，（5）特別なケースの明確化，（6）

特別なケースの管理，（7）受益者（住民）の組織

化，（8）住民の能力向上トレーニング，（9）コミュ

ニティ・ディベロップメントの計画策定，（10）技

術的な支援の提供，（11）収入向上プロジェクト

（IGP）及びインフラ・プロジェクトの資金の獲得，

（12）共同資本及び関連する資金の蓄積を行うため

の貯蓄活動，（13）補完的なソーシャルサービスを

利用できるような支援，（14）モニタリング活動，

（15）評価活動，（16）住民への結果のフィードバッ

ク，（17）アドボカシー，（18）ソーシャルアクショ

ン，などの過程をとおして実施されている。

３．ソーシャルワークにおけるコミュニティ・

ディベロップメント

　フィリピンのソーシャルワークの方法はソー

シャルケースワーク，ソーシャルグループワーク，

コミュニティ・オーガニゼーションから構成され

ている。一方，CDのカリキュラムは，コミュニ

ティ・オーガニゼーション，マネジメントに焦点

が当てられている。CDはミクロ及びマクロ的側面

からソーシャルワークの介入を行うためのコミュ

ニティを単位とする実践領域の一分野である。

　CDの最終的な目標は，社会発展を指向すること

である。その過程は，地方に暮らす住民が問題を

解決するための能力を高めることにある。そうす

ることにより，住民は自分たちの抱えるニーズ，

問題を明らかにすることができ，最終目標を達成

するための手段と過程を共有することができる。

フィリピンのL.マナリリは，CDの二つの構成要

素としてエンパワメンと自立であると述べている。

CDを通して力を剥奪された人々のエンパワメント

と人々のもつ真の潜在能力を引き出すことである。

自立的なコミュニティ形成は，生産性，公正，利

用，雇用を確保し，また，人々の組織化，事業運

営，リーダーシップ，計画，評価及び調査などが

人々の手によっておこなわれるようになることで

ある。（Manalili，1990）この点は，A.センが述

べているとおりディベロップメント（develop-

ment）とは自由を実現することであり，本当の人

間開発を実現するためには人々の能力が剥奪され

ないよう対処することにある。（Sen,1999）

　CDの実践目標は，フィリピン人家族が生活の基

本的ニーズへの対応能力を強化することにある。

具体的には，地域における雇用の創出や住民の協

力による住居，食料の確保，保健衛生の向上，さ

らに，フィリピン人家族は教育や識字学習やコ

ミュニティ活動への参加，また，社会心理的なケ

アを受けることにより社会的に機能していけるよ

うになることである。コミュニティ・オーガニ

ゼーションのアプローチによるCDは，コミュニ

ティ全体の共通のニーズに焦点をあてるために特

定の問題を抱えている個人，障害者グループ，母

子家庭などを見過ごす可能性がある。

　ソーシャルワークはCDを用いて包括的なアプ

ローチとして社会変革を促す役割を持っている。

それは社会的変化への対応，人間関係における問

題の解決，生活の良い状態を高めるため人々のエ

ンパワメンや解放を促すものとなる。人間行動学

やソーシャルシステム論を使うことにより，ソー

シャルワークは，社会に存在する障害，欠乏，不

正義の問題を取り扱う。危機的状況，緊急事態か

ら日常的に生じる個人的及び社会的問題に対応す

ることになる。それらを解決するために多様なス

キル，テクニック及び人間と環境を総合的にとら

えた活動を利用することになる。ソーシャルワー

ク介入の幅は広く，個人を対象とした社会心理的

支援から社会政策，計画及び開発にいたる。具体

的には，カウンセリング，ソーシャルケースワー

ク，ソーシャルグループワーク，社会教育活動，家

族療法，及び地域におけるサービス及び資源を利

用しながら利用者への支援がおこなわれる。介入

としては，組織の運営管理，コミュニティ・オー

ガニゼーション，社会政策及び経済開発に影響を

与えるために働くことなどである。（IFSW ＆



38

テオロギア・ディアコニア　No.39　2005

IASSW：2001）

　CDとソーシャルワーク間には関連性がみられ

る。それは，潜在的な能力を発揮する機会を剥奪

された人々のエンパワメント，自立および福利を

強調している。しかし，CDは，社会福祉，社会開

発を実施するための手段として使われている。す

なわち，ソーシャルマーケッティングや利害関係

者を結びつける専門性があり，フィリピンにおい

てソーシャルワーカーはCDの推進役を果たして

いるといえる。

Ⅲ. フィリピンにおけるコミュニティ・
ディベロップメント

１．フィリピンの概要

　フィリピン共和国は，ルソン島，ビサヤ諸島，ミ

ンダナオ島と地域を大きく区分しているが，実際

には7,100の島々から構成されている。国土の面積

は3万平方キロメートルあり，北端から南端まで

1,839キロメートルある。フィリピンは亜熱帯気候

に属し，フィリピン人はマレー系，ポリネシア系

の人種をもとに中国人，スペイン人，アメリカ人

の影響を受けており，また111の言語グループか

ら構成されている。公用語はフィリピン語と英語

である。人口のほとんどはローマカトリックに属

しているが，その他少数であるがプロテスタント

およびイスラム教を信仰している人々がいる。教

育が普及しており国民の識字率は94％と報告され

ている。

　フィリピン人の生活や地域のあり方を考える上

で家族は重要な役割を果たしている。伝統的に家

族は問題を抱えたときでさえ公的な社会福祉機関

に相談に行くことは最後の選択となる場合が多い。

フィリピン人の持つ「誇り」（ダガル）と「恥」（ヒ

ヤ）の価値観により家族はできるだけ他人に頼ら

ないで自分たちで問題を解決しようとする。しか

し，今日の農村や都市部においては貧困により社

会から孤立するケースも増加しており，社会的支

援が期待されている。問題解決やニーズを充足す

る上で，「協力」（バヤニハン），「分かち合い」（ダ

マヤン），恩義（ウータンナロオブ）などの価値観

はCD の取り組みの中で明らかに重要なものと

なっている。

　スペインによる植民地支配が開始される16世紀

以前のコミュニティは小規模であり，30から100

世帯，100人から500人程度の人口から構成されて

いたといわれている。多くの村は山岳地帯及び海

岸線に沿って形成されていた。村はマレー語の

「バランガイ」という言葉で呼ばれ，もともとは海

岸線を移動するのに日常的に使用していた「小船」

を意味する。これらのコミュニティは小規模で

あったが，自給自足の自立した社会であったと伝

えられている。今日，フィリピンは79の州，67市，

1,400町，42,000のバランガイ（行政の最小単位）

によって構成されている。フィリピンの人口は7

千700万人おり，130万世帯から構成されている。

一世帯あたりの平均構成人数は5人となっている。

人口の半分以上は，最も面積の広いルソン島に居

住している。貧困人口は2千700万人おり，500万

家族と推定されている。総家族数のうち，貧困家

族数は34.2％と統計に示されている。総人口に占

める貧困人口の割合は40％となっている。都市人

口の貧困割合は 25％，農村においては 54.4％と

なっている。年間平均所得は2,890ドル（2000年）

で，貧困線以下の一人当たりの年間所得は278ド

ルである。フィリピンは人間開発指標（HDI）に

おいて中位国に位置づけられている。173か国中

77番目となっている。アセアン諸国においては，

平均寿命，教育，一人当たりの国内総生産を基礎

にすると，マレーシア（59位），タイ（70位）に次

ぐ位置にある。人間貧困指標（HPI）は３つの基本

的な項目から貧困度を計測しており，88カ国の開

発途上国のうち，フィリピンは23位に位置してい

る。ジェンダーエンパワメント指標（GEI）では35

位となり，とりわけ，政治への参加，決定権，経

済参加，経済資源に関する決定権の有無から算出

したものである。（UNDP: 2002）

　HDIを基礎にするとフィリピンは中位国にラン

クされるが，HPI，もしくは剥奪状況からいえば，

上位30位となっている。フィリピンは，東南アジ
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ア諸国の中でも女性のエンパワメントに積極的に

取り組んでいると評価されており，女性のなかに

はとても有能な起業家が多く，生業プロジェクト

の運営において成果を出している。しかしながら，

女性のおかれている全体的な状況から言えること

は，貧困階層の女性たちは教育，保健医療および

その他の基本的なサービスを利用できる立場にな

いのが現状である。既存の統計資料を分析すると，

地方における貧困問題は深刻であり，CDの役割が

期待されている。農村地域の世帯の雇用の創出，

健康の確保，ジェンダーはCDにおいて重要なテー

マである。

２．コミュニティ・ディベロップメントの実際

　CDは実践とともに発展してきた。1950年代は，

政府は農民に対して米や缶詰などの配給を行い反

体制的な動きが起こらないようにCDを実施した。

1960年代には，農道の建設，井戸の設置，ヘルス

センターの開設，灌漑用水路の建設，多目的集会

所の建設などインフラ整備に力が入れられた。

1970年代になると生業事業や協同組合作りが強調

され，地域住民の生産活動を中心に共同体活動が

積極的におこなわれるようになった。1980 年代

は，教育，保健などの社会的関心が高まり，生活

の質に関心が置かれるようになった。1990年代か

ら今日においてもNGOや政府によって地域を基盤

にプロジェクトが推進されている。しかし，この

時期には，新しい開発援助の潮流となった良い統

治，地方分権化，多様な機関により提供されてき

たサービスの統合，環境との調和，女性の参加，マ

イクロファイナンスなどがCDの実践として取り

入れられた。

　CDの担い手であるソーシャルワーカーは，治療

的及びコミュニティ・モデルをもとに働きかけを

行っている。治療的モデルとしては，ソーシャル

ケースワーク，高度なジェネラルな方法を用いた

実践及び代替的な手法である。コミュニティ・モ

デルというものには，貧困の撲滅，大衆教育，地

域ベースの資源管理，災害対応管理，行政による

社会福祉及び特別なグループの支援などである。

　フィリピンにおいてソーシャルワーカーの働く

社会的背景には貧困問題が横たわっている。ソー

シャルワーカーは人々の福祉を高めるために社会変

化，人間関係に生じた問題の解決，人々のエンパワ

メンと解放をおこなうことである。ソーシャルワー

カーには，人々の社会的準備（Social Preparation），

人々の潜在能力の形成（capacity building），ネット

ワーク（networking）を組織すること及び資源を

生み出す（resource genenration）役割がある。

　ソーシャルワークは，コミュニティを開発する

上でコミュニティのさまざまな要素を考慮しなけ

ればならない。ソーシャルワーカーはコミュニ

ティにおいて住民を組織する場合に，対象となる

家族の構成員一人ひとりについて考えなければな

らない。また，コミュニティに存在する支援の対

象となるグループを考慮に入れなければならない。

別の言葉で言えば，ソーシャルワーカーは，個人，

家族，グループ，コミュニティなど社会組織の人

間の相互関係性をとおして働きかけを行う。

　ソーシャルワーカーは，例えばコミュニティの

生活を悪化させる公害など人々の共通の課題に基

づいて人々を組織するだけではなく，障害者の

ニーズ，もしくは収入に欠ける家族に対して，生

業プロジェクトに必要な資本金を提供することも

仕事となっている。CDを実践するソーシャルワー

カーに必要な能力のひとつは，住民に価値観を教

えることや技術を習得させることをとおして，そ

の住民が自尊心をもてるよう導くことである。

ソーシャルワーカーは，住民が自分たちの行う地

域の活動に経験を積み，誇りをもてるよう支援し

なければならない。ソーシャルワーカーは，CDを

実施する立場にある地方政府の責任者が発揮すべ

きリーダーシップの必要性を認知しておくことも

必要である。

３．コミュニティ・ディベロップメントの実践事例

　フィリピンの政府及びNGOのソーシャルワー

カーによって実践されているものとして，次のよ

うな取り組みを紹介する。
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〔事例１：地域の女性と乳幼児の健康改善を目的と

した女性識字プログラム〕

　乳幼児の養育にあたる母親を対象とする女性識

字プログラムと呼ばれるものである。貧困階層の

女性は，初等教育を終了していない場合が少なく

ない。初等教育を終了していない母親は，子ども

の発育や病気になった場合の対処など，困難を抱

える場合が多い。例えば，子どもの発達の遅れが

あった場合に，医師に相談することが遅れて診断

とリハビリが適切に行われないことや，市販の抗

生剤などの使用法を読むことができないためにか

えって子どもの病気を悪化させるなどの問題もあ

る。母親は計算，読み書きができれば，自分の赤

ん坊の体温や体重を計測することができ，その変

化も理解できるようになる。また，地方自治体は，

子どもの発達を保障していくために，ユニセフと

ともに児童の農村におけるデイケアセンター，栄

養教室，ヘルスセンターの建設を通してコミュニ

ティで子どもにやさしい街づくりを支援している。

コミュニティでは子どもの身体的，社会的発達を

保障することは地域社会の将来の発展に長期的に

は有効であるとまとめている。ここで，市町村の

ソーシャルワーカーは，保健師，栄養士や保育士

などをコーディネートして，母親グループを支援

し，子どもが活動に参加しやすい環境を作る役割

を果たしている。

〔事例２：収入向上を目的としたプログラム〕

　貧困度の高い州を選定して，その州の中でもき

わめて貧しい自治体に焦点をあて収入向上プログ

ラムの導入が可能な貧困地区のマッピングを行い，

そこに居住する住民を対象として自営業プログラ

ム（SEAP: Self-Employment Assistance Program）

を政府は開始した。

　このプログラムは貧困削減を目的とした一つの

取り組みである。受益者はグループを組織して，

研修に参加することを条件に，小規模収入向上事

業，低コストの住宅，自宅の改修などのニーズに

対応するための財政支援プロジェクトを利用する

ことができる。

　さらに，共同活動がうまく進んでいるグループ

は第二段階の貸付計画に申請することが可能とな

る。申請する上で受益者の組織する自営者組織

（SEA-K）は第一段階を終了して，貸付の返済期限

内までに完済しており，目標とされる積立預金が

70％に達していることが条件とされている。同様

に，受益者は，銀行，協同組合，民間の貸付業者，

質屋，そのほかの公的なクレジット機関を利用し

ていないことが条件とされている。

　また，別の事例として，コミュニティ作りに従

事している地方のNGOと連携して行われた自営業

支援プログラムも存在する。この活動の目的は，

参加型で，自給自足可能な活動を推進するために

個人に対して提供されるものである。資金の提供

者である参加企業はNGOに対してプロジェクトコ

ストの50％までを上限に現金または現物を提供す

るものである。この取り組みからの学習は，企業

とコミュニティによるパートナーシップが有効に

機能し，社会経済的ニーズとコミュニティの組織

化の両方をカバーし，貧困地域において成功をお

さめている。文化的価値に基づいたマネジメント

はCDのプロジェクトのなかにジェンダーと開発

のパースペクティブを取り入れて女性のニーズに

応えていくことは実際的であり，戦略としても意

味がある。

　ソーシャルワーカーは，選定地域のコミュニ

ティ調査や住民参加者の資産評価，グループ形成

のファシリテーター，小規模事業のモニタリング，

評価などをマイクロクレジットのマネジメント職

員と連携して行う場合が多い。

〔事例３：水源開発および管理を目的としたプロ

ジェクト〕

　CDにおいてエコロジーに配慮した取組みも多

い。CDを進めているあるNGOの6年間のプロジェ

クトの経験から，経済活動と環境保全の両立を目

指す持続可能な開発の視点をもったCDでは資源

管理（resource management）推進している。コ

ミュニティ内における資源管理の経験から学習し

た知識やノウハウを蓄積していくことが重要であ



41

開発途上国援助におけるコミュニティ・ディベロップメント

る。例えば，飲料水などの基礎的なサービスの提

供を行っているコミュニティの組織は，井戸水を

汲み上げるポンプのメンテナンスに視点が注がれ

るだけでなく，水源の問題に関心を向ける努力が

必要である。水源確保に関連する活動として，植

林活動，湿地帯の管理は，将来の水資源の確保に

必要な活動として考慮される必要がある。水資源

の確保がコミュニティに経済的生産の基盤となる

ため水資源の管理はコミュニティの共同の事業と

なるべきである。さらに，それを持続するために

も住民の参加をえて計画をすすめるなかで段階的

な取り組みを採用していくことが重要である。

ソーシャルワーカーは地域の水源問題を入り口と

して，地域住民が環境保全と生活用水の確保の必

要性を認識させ，井戸の揚水ポンプを住民が維持

管理できるよう必要な対応を行うことが役割と

なった。生活に欠かせない水源が確保されること

により，次の課題として所得の増加を取り上げ，

住民の所得を向上する手段としての小規模融資

（マイクロファイナンス）のプログラム作りへと発

展していった。

Ⅳ．まとめ

　フィリピンにおいて，ソーシャルワーク実践の

一つとしてCDを取り上げたが，CDは社会全体を

対象とするダイナミックな社会変革の方法である。

最終目標は，行政や民間のサービスを住民に供給

することに終わるのではなく社会変革を実現する

ことである。

　社会経済的課題を中心に政府及びＮＧＯによっ

てCDが行われてきた。事例でも触れたがフィリピ

ンにおけるCDの実践は，コミュニティ・オーガニ

ゼーションを通して人々を組織化し，個人及びグ

ループの参加によって社会経済的なプロジェクト

およびサービスをとおして実施されている。ソー

シャルワーカーには，コミュニティのグループ活

動を利用して住民リーダーを育成し，住民の共通

のニーズを明確化して，優先課題の解決にあたり

政府および民間諸機関の資源を動員してエコロ

ジーに配慮した社会経済支援を提供する役割があ

る。

　しかしながら，地方分権法など制度の整備が行

われている一方で，行政とNGOが住民の福祉の向

上のために協力することは，どの地方自治体でも

可能であるとは限らない。むしろ，パトロン・ク

ライエント関係が強く残る地方社会では，保守的

なグループや利害の対立するグループの力によっ

てNGOや住民の参加を排除される場合も事例とし

て報告されている。地方政治の力の前に住民の

ニーズに応えられない場合も多く，ソーシャル

ワーカーが地域社会の人々の力関係を把握し，目

標を達成するための交渉能力も求められることに

なる。

　質の高い生活を実現するために，政府・民間・市

民の協働をとおして人々のエンパワメントのため

の方法としてのCDが開発されていくことが期待

される。
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Community Development as a Method in the Developing World
 A Philippine Experience of Community Development as a Social Work Practice 

Harashima, Hiroshi

This paper focuses on the evolution of Community Development and is specifically aimed at clarifying

views of the term 'development' from a historical perspective. Experiences of CD in the Philippines are examined

for a deeper insight into the discussion..

Chapter 1 presents an overview of the historical development of CD before and after WWII,. It covers the

period from the colonization of emerging nations, retraces their independence, as developing societies, and

includes in its investigation the present trends in globalization.

The long decades and phases of CD saw the approach as essential throughout history notwithstanding the

fact that the CD approach has been given many names by our societies and particularly by the U.N itself. Thus,

the terms: community development, social development, basic human needs, women and development, human

development and so forth have been witnesses to the changes happening in our world and to our view of

development.

Chapter 3 examines the concepts and processes of CD based on the studies already done in the Philippines,

taking in to account the popular CD approaches and projects undertaken in this country.

This study concludes that CD initiatives and projects undertaken by local governments and NGOs are, in

fact, effective in responding to the needs of people in their local communities and have potentials to remain so

in the future. The persistent drawbacks to their successful experiences in making fundamental changes for the

poor in their communities are the financial crisis that beset both governmental and non-governmental

organizations and also some cultural and traditional pattern such as patron-client system working in the local

community.

Key Words : Social Work, Community Development, Community Organization, Community Education,

Community Resource Management


